
登記情報提供サービスの利用方法 

 

※記載内容は令和５年３月１日時点のものであり、ウェブサイトの改修や利用

料金の改定等により、実際とは異なる場合があります。 

 

①登記情報提供サービスの利用開始にあたり、管理者ＩＤと初期登録パスワー

ドを取得してください。 

 登記情報提供サービスのホームページトップ画面から、法人利用の「利用申込」

を選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「一般財団法人 民事法務協会 登記情報提供契約約款」と「個人情報の取扱

いについて」の内容を確認し、同意した上で、「登記情報提供サービス法人利用

申込書」及び「預金口座振替依頼書」を印刷し，記入押印の上，所定の添付書類

とともに送付してください。 

法人利用の「利用申込」を

選択してください 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人登録完了通知書の受領 

申込みを受け付けた後，申込書の「登録完了通知書の宛名」欄に記載さ

れた送付先に「登録完了通知書」を封書で郵送いたします（審査・登録事

務等に 3，4週間程度の期間を要します。）。なお，登録完了通知書には，

管理者ＩＤと初期登録パスワードが記載されていますので、大切に保管・

管理してください。 



③登記簿情報提供サービスにログインしてください。ID 番号とパスワードが分

からない場合は、システムの「※ID・パスワードを忘れてしまった方はこちら」

より再度ご確認ください。 

 
 

④「請求情報受付メニュー」画面で「商業・法人請求」をクリックしてください。 

 

 

⑤商業・法人請求の「会社・法人検索」画面に移ります。商号・名称，会社法人

等番号を入力して検索し，「会社・法人一覧」画面を表示します。 

 
 

 



⑥「会社・法人一覧」画面で請求を行う会社・法人を選択し，「請求」ボタンを

クリックして請求します。 

 請求する際、「照会番号取得」にチェックを入れ、照会番号を取得してくださ

い。照会番号を記載して申請することにより、登記事項証明書の添付を省略する

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦介護施設・事業所は①登記情報提供サービスでダウンロードした照会番号付

きの PDFファイル、または照会番号・発行年月日を入力した txtファイルを、添

付書類の登記情報証明書に該当する箇所へアップロードする、または②照会番

号・発行年月日を備考欄に入力する形で提出することが可能です。 

 

※照会番号・発行年月日の両方が必要であることにご注意ください。また、照

会番号の有効期間は請求の翌日から 100日間です。 

 

 

照会番号取得にチェックを入れ

てから請求してください。 



⑧登記情報提供サービスの利用に際しては、登録利用における登録費用と、照会

番号の発行のための利用料金がかかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

・利用料金は、いずれも協会手数料（１２円）を含む１件当たりの利用料金です。

協会手数料には、消費税及び地方消費税が含まれています。利用料金から協会手

数料を除いた金額は、登記手数料令第１３条により国に納入する登記手数料（預

り金）です。 

・（  ）内の料金は、消費税不課税対象者（利用者の住所等が日本国外にある

場合に、消費税法の課税対象外となり消費税が課されないかた）の利用料金です。 

・利用料金には、利用者の方が使用するパソコン等をインターネットに接続する

ために必要なプロバイダーの手数料や回線使用料などは含まれておりません。 



・照会番号は 1つの登記情報ごとに発番され、同一物件について最大 10個まで

同時に取得することができます（請求する照会番号 1 個につきご利用種別に応

じた利用料金相当額がかかります。なお、請求する照会番号が 1個の場合は、登

記情報 1件の確認と同じ利用料金となります。）ので、複数の行政機関等にオン

ライン申請等をする場合は、その数だけ照会番号を取得してください（既に申請

に使用した照会番号は、100日間有効期間内であっても他の申請には使用できま

せん。）。 


